

















The Current State of Shopping Districts and Consumer Utilization 
 
















































































































































































































増えている 変わらない 減っている 無回答 
平成７年度 46.0％ 38.6％ 8.4％ 7.0％ 
平成12年度 43.7％ 38.8％ 8.1％ 9.4％ 
平成15年度 36.8％ 44.6％ 11.2％ 7.4％ 
平成18年度 37.1％ 46.5％ 11.3％ 5.1％ 
平成21年度 39.2％ 44.9％ 10.6％ 5.3％ 




































平成７年度 2.7％ 43.6％ 51.1％ 2.6％ 
平成12年度 2.2％ 52.8％ 38.6％ 6.3％ 
平成15年度 2.3％ 53.4％ 43.2％ 1.2％ 
















平成18年度 1.6％ 4.8％ 22.9％ 37.6％ 32.7％ 0.4％ 




































































































































































商 店 街 に あ り
利用経験もある
商 店 街 に な く 
利用経験もない 
計 
鮮魚店 28.8% 26.0% 45.2% 100% 
精肉店 31.3% 33.2% 35.5% 100% 
青果物店 26.1% 53.2% 20.7% 100% 
豆腐店 22.4% 20.3% 57.3% 100% 
和洋菓子店 26.8% 42.9% 30.3% 100% 
パン店 21.1% 52.4% 26.5% 100% 
米穀店 31.3% 8.7% 60.1% 100% 
酒販店 35.8% 18.0% 46.2% 100% 
茶・海苔店 34.7% 12.4% 52.9% 100% 
各種衣料品店 39.4% 17.9% 42.7% 100% 
靴・履物店 32.0% 14.4% 53.6% 100% 
かばん・袋物店 23.4% 5.0% 71.7% 100% 
書籍店 17.5% 39.9% 42.6% 100% 
文具店 20.8% 27.8% 51.4% 100% 
玩具店 13.1% 5.3% 81.6% 100% 
家電店 26.9% 12.3% 60.8% 100% 
花・植木店 26.6% 35.1% 38.3% 100% 
家庭用品（日用雑貨）店 23.4% 18.8% 57.8% 100% 
ドラッグストア 10.9% 65.3% 23.8% 100% 
惣菜店 26.3% 24.8% 48.9% 100% 
ファーストフード店 12.3% 44.1% 43.6% 100% 
その他飲食店 22.2% 31.9% 45.9% 100% 
コンビニエンスストア 12.7% 55.3% 32.0% 100% 
個人経営の小規模な食品スーパー 10.6% 21.8% 67.6% 100% 















































0 10 20 30 40 50 60 70
その他
深夜利用可能な店舗の増加
より環境に配慮したサービスの提供
子育てなどの生活サポートの場としての役割
高齢者の生活サポートの場としての役割
イベントや行事などの地域振興の中心的…
サービス・娯楽施設の充実
より環境に配慮した商品の提供
より専門性の高いサービスの提供
より最新・流行の商品の提供
飲食店の増加
営業時間の延長
より地域特性を活かしたサービスの提供
より専門性の高い商品の提供
より安全性・信頼性のあるサービスの提供
駐輪場・駐車場の整備
より地域特性を活かした商品の提供
より安全性・信頼性のある商品の提供
ポイントサービスやクーポンの充実
より低価格の商品の提供
（％）
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では，消費者はどのような点が今後改善されれば商店街の利用頻度が高まると考え
ているのであろうか。あてはまる項目を全て選択して回答してもらった結果は図表７
である。 
「より低価格の商品の提供」「ポイントサービスやクーポンの充実」「より安全性・
信頼性のある商品の提供」「より地域特性を活かした商品の提供」「駐輪場・駐車場の
整備」などが上位項目となっている半面，環境配慮や地域振興や生活サポートといっ
た側面は下位項目となっている。現在，商店街活性化への方策として，商店街にしか
できないソフト事業とされるこれら地域振興や生活サポート面に関する様々な事業
への取り組みや検討がなされているが，消費者に上位項目として選択されたような小
売業本来の機能ともいえる項目における消費者満足が達成されて初めてこれらも効
果が出てくるのではないだろうか。 
 
４．おわりに―要約と課題― 
改正中心市街地活性化法が施行されて約４年が経過した現在，その効果を吟味する
第一歩として，本論文では，最新の『商店街実態調査報告書』等に基づくデータを用
いて商店街の現状を概観した上で，消費者調査によって得られたデータの一部を用い
て消費者の商店街に対する認識や利用実態を示したが，施行後約４年経過した現在に
おいても，多くの商店街が多様な問題や課題を抱え，非常に厳しい状況にあることが
明らかとなった。本論文では紙面の都合上，商店街に対する消費者調査の一部しか結
果が示せなかったが，調査概要で示した通り，なぜこのような商店街の利用実態に至
っているのかという消費者の業態選択構造の詳細を次稿以降で明らかにしていく。 
 
【注】 
(1) 調査期間は平成17年２月10日～24日，調査対象は全国524商工会議所，回答数は371商工会
議所（回収率70.8％）という調査である。詳しくは，平成17年５月18日付で公表された『「平
成16年度まちづくり問題に関するアンケート調査」集計結果』を参照されたい。 
(2) 中心市街地の活性化を図るための基本的な方針に関しては，最近では閣議決定として平成
21年４月24日に一部変更されている。詳しくは首相官邸 中心市街地活性化本部の閣議決
定（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/kettei/090424kihon.pdf）を参照されたい。 
(3) 平成21年度調査は，道府県と東京都の市区町村が所有する商店街名簿および平成16年版全
国商店街名鑑のデータを更新した名簿から，サンプルとして8,000の商店街を無作為に抽出
して行ったものであり，各都道府県の商店街数を全国の商店街数（14,467）で除し，それ
ぞれの割当比率を算出し，8,000のサンプル抽出数に当てはめている。また，本調査におけ
る「商店街」とは，①小売業，サービス業等を営む者の店舗等が主体となって街区を形成
し，②これらが何らかの組織を形成しているものをいうと定義されている。 
(4) 平成18年度調査は，平成16年版全国商店街名鑑の名簿に基づいて，サンプルとして8,000の
商店街を無作為に抽出して行ったものであり，全国の商店街数（13,332）以外は平成21年
度調査と同じである。また，「商店街」の定義，調査地域，調査対象，調査方法も平成21年
度調査と同様である。調査時点は平成18年11月１日（水）現在，調査票発送数8,000，調査
票回答件数2,779（回答率34.7％），うち有効回答件数2,644（有効回答率33.1％）であった。 
83 
 
(5) 平成18年度の数値は「増えた（＝増えた＋やや増えた）」，「減った（＝減った＋やや減った）」
で算出されたものであり，かつ平成21年度の設問では平成18年度にはあった「分からない」
が削除されている。（『平成21年度 商店街実態調査報告書』，p.37。） 
(6) 商店街実態調査における地域は，経済産業局の管轄区域で分類し，北海道（北海道），東北
（青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島），関東（東京，茨城，群馬，栃木，埼玉，千葉，
神奈川，山梨，新潟，長野，静岡），中部（愛知，岐阜，三重，富山，石川），近畿（福井，
滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山），中国（鳥取，島根，岡山，広島，山口），四国
（徳島，香川，愛媛，高知），九州・沖縄（福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，
沖縄）である。 
(7) １都３県ともに，現在公表されている最新のデータを用いた。東京都に関しては『平成19
年度 東京都商店街実態調査報告書』のデータを用いた。東京都商店街実態調査は平成元
年から３年ごとに都内全商店街を対象に実施されており，今回の調査では，調査対象：東
京都内の全商店街（2,717商店街），調査時期：平成19年10月～平成20年３月，調査方法：
郵送による調査票の配布および回収（一部，ハガキおよび電話による督促，訪問による回
収あり），発送数：2,717，有効回収数：1,879（有効回収率69.2％）であった。埼玉県に関
しては，『平成18年度 商店街経営実態調査 埼玉の商店街』のデータを用いた。昭和53年
の調査開始から概ね５年毎に実施される調査であり，調査対象は埼玉県内の商店街で，調
査方法：郵送調査（郵送配布・郵送回収法），調査期間：平成18年６月～10月，回収結果：
505商店街（標本数1,058商店街，有効回収率47.7％）であった。千葉県に関しては，『平成
20年度 千葉県商店街実態調査報告書《概要版》』のデータを用いた。調査対象：商店街組
織を有する県内全商店街（779箇所），調査方法：郵送配布・郵送回収（一部訪問による回
収），回収結果：有効回答数456（回収率58.5％），調査時点：平成20年７月１日現在（前回
調査：平成16年７月１日現在）であった。神奈川県に関しては『平成21年度 商店街実態
調査報告書』のデータを用いた。調査対象：公益社団法人商連かながわ加盟の全商店街と
同公益社団法人非加盟の一部地域商店街，調査方法：郵送またはFAXによる発送・FAXによ
る回収，調査実施期間：平成21年９月10日～９月25日，配布数：800商店街，回収数：338
商店街（42.3％）であった。 
(8) 予備調査の段階での割付は，１都３県の人口構成比率に基づいて東京都：埼玉県：千葉県：
神奈川県＝７：６：12：９を目安に，年齢階層は均等割り付けを目安に行った。なお，本
調査の有効回答者1,232人の年齢および都道府県構成比率は，以下のとおりである。 
年齢構成：25～29歳（10.6％），30～34歳（9.9％），35～39歳（13.6％），40～44歳（14.8％），
45～49歳（12.0％），50～54歳（15.7％），55～59歳（11.8％），60～64歳（11.5％） 
都道府県：東京都（41.8％），埼玉県（17.0％），千葉県（14.1％），神奈川県（27.0％） 
また，職業分類では，専業主婦が各都県とも約40～約50％を，パート・アルバイトおよび会
社員・役員がともに約15～約25％となっていて，商店街の主要顧客層ともほぼ一致している。 
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